
  

  

（訂正）「平成22年３月期 決算短信（非連結）」の一部訂正について 

  

当社が平成22年５月28日に公表致しました「平成22年３月期 決算短信（非連結）」につきまし

て、一部訂正がありましたので、お知らせ致します。 

なお、訂正箇所につきましては  下線を付して表示しております。 

訂正理由につきましては、平成25年９月９日付「外部調査委員会の報告書受領に関するお知らせ」

及び本日付「過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度に係る決算短信（訂正

版）の公表について」をご参照下さい。 

  

以 上

  

    

    平成25年９月12日

各 位     

  会 社 名 

  代 表 者 名 代表取締役社長 土谷 忠彦 

  （ コ ー ド 番 号 1 8 4 7  東 証 第 一 部 ）

  問い合わせ先 財務経理部長 渡辺 直之 

  （ T E L .  0 3 － 3 8 4 5 － 8 0 9 6 ）
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【訂正前】 

１．平成22年３月期の業績（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  

  
（２）財政状態 

  
（３）キャッシュ・フローの状況 

  
２．配当の状況 

  

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年３月期  59,806  △6.7  912  △42.4  854  △42.1  910  －

21年３月期  64,093  △7.1  1,584  △21.7  1,475  △25.7  △541  －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

22年３月期  25.38  25.26  13.2  2.8  1.5

21年３月期  △15.12  －  △7.7  4.3  2.5

（参考）持分法投資損益 22年３月期 百万円－   21年３月期 百万円－

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年３月期  28,863  7,326  25.3  203.40

21年３月期  33,264  6,560  19.6  182.16

（参考）自己資本 22年３月期 百万円7,303   21年３月期 百万円6,526

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

22年３月期  2,379  54  △2,708  8,066

21年３月期  425  △47  2,884  8,341

  
１株当たり配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年３月期 －  0.00 － 7.00 7.00  250 － 3.6

22年３月期 －  0.00 － 5.00 5.00  179 19.7 2.6

23年３月期（予想） －  0.00 － 5.00 5.00   25.6
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【訂正後】 

１．平成22年３月期の業績（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

  

  
（２）財政状態 

  
（３）キャッシュ・フローの状況 

  
２．配当の状況 

  

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年３月期  59,797  △6.7  868  △45.2  810  △45.1  587  －

21年３月期  64,093  △7.1  1,584  △21.7  1,475  △25.7  △541  －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

22年３月期  16.37  16.29  8.7  2.6  1.5

21年３月期  △15.12  －  △7.7  4.3  2.5

（参考）持分法投資損益 22年３月期 百万円－   21年３月期 百万円－

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年３月期  28,574  7,003  24.4  194.39

21年３月期  33,264  6,560  19.6  182.16

（参考）自己資本 22年３月期 百万円6,979   21年３月期 百万円6,526

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

22年３月期  2,379  54  △2,708  8,066

21年３月期  425  △47  2,884  8,341

  
１株当たり配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年３月期 －  0.00 － 7.00 7.00  250 － 3.6

22年３月期 －  0.00 － 5.00 5.00  179 30.5 2.7

23年３月期（予想） －  0.00 － 5.00 5.00   25.6
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【訂正前】 

(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度のわが国経済は、世界的な景気後退局面から経済対策の効果もあってやや持ち直しの兆しが見られたも

のの、企業収益や雇用環境の悪化、個人消費の低迷など景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 建設業界におきましては、公共投資の減少、不動産市況の低迷、民間設備投資の大幅な減少など、受注環境は大変

厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等に経営資源を集中し、受注の

拡大と経営の効率化を引き続き推し進めてまいりました。 

 この結果、当事業年度の業績につきましては、不動産市況低迷等の影響による完成工事高の減少などから、売上高

は前期比6.7％減の598億６百万円となりました。営業利益は貸倒引当金の繰入による販売費及び一般管理費の増加な

どにより前期比42.4％減の９億１千２百万円、経常利益は前期比42.1％減の８億５千４百万円の減益となりました。

 また、前期において特別損失に計上した取引先の経営破綻に伴う貸倒引当金繰入額がなくなったことなどにより、

当期純利益は９億１千万円（前期は５億４千１百万円の当期純損失）となりました。 

  

 事業の種類別業績は、以下のとおりであります。 

（建設事業） 

 受注高は、前期並みの526億９千３百万円（前期は527億１千４百万円）となりました。その内訳は、建築工事

99.7％、土木工事0.3％であります。 

 完成工事高は、不動産市況悪化の影響等により、前期比6.6％減の590億６千６百万円となりました。その内訳は、

建築工事99.7％、土木工事0.3％であります。 

 次期への繰越工事高は、前期比17.6％減の298億７千７百万円となりました。その内訳は、すべて建築工事であり

ます。 

 損益につきましては、完成工事総利益は前期比14.0％減の30億８千３百万円となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業につきましては、賃貸収入等による売上高は前期比15.7％減の７億４千万円、不動産事業総利益は前期

比6.1％減の９千２百万円となりました。 

  

 次期の見通しにつきましては、世界的な金融危機により、企業収益や雇用環境が悪化するなど景気は急速に後退し

ました。建設業界におきましても、公共投資の減少、民間設備投資の減少など大変厳しい経営環境が続くものと思わ

れます。 

 このような状況のもと、当社は、①企画提案型営業の推進、②購買力の向上などに引き続き取り組んでまいりま

す。次期の当社の見通しとしましては、売上高570億円、営業利益９億円、経常利益８億円、当期純利益７億円を予

想しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 当事業年度末の資産合計は288億６千３百万円、負債合計は215億３千６百万円、純資産合計は73億２千６百万円と

なり、前事業年度末と比べて総資産は44億円減少しております。 

① 流動資産 

 当事業年度から適用となった工事進行基準の影響及び手持工事高の減少等により未成工事支出金が46億６千８百

万円減少しました結果、流動資産は前事業年度末と比べて47億８百万円減少しております。 

  

② 固定資産 

 前期に経営破綻した取引先の損失処理に伴う貸倒引当金の取崩等が７億６千５百万円の増加要因となる一方、破

産更生債権等は２億４千９百万円減少し、満期日が１年内となった長期預金の流動資産への振替等によりその他が

１億３千２百万円減少、さらに減価償却等により有形固定資産が９千４百万円減少しましたが、固定資産は前事業

年度末と比べて３億７百万円増加しております。 

  

③ 流動負債 

 約定返済等により短期借入金が38億５千７百万円減少し、工事進行基準適用の影響等により未成工事受入金が21

億４千３百万円減少しました結果、流動負債は前事業年度末と比べて63億５千５百万円減少しております。 

  

１．経営成績
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④ 固定負債 

 社債の発行により６億９千万円増加、新規借入等により長期借入金が５億３千１百万円増加しました結果、固定

負債は前事業年度末と比べて11億８千８百万円増加しております。 

  

⑤ 純資産 

 第83期の配当金により２億５千万円減少する一方、当事業年度は当期純利益を計上することとなり９億１千万円

増加しました結果、利益剰余金は６億６千万円増加しております。 

 さらに、株式の時価上昇に伴う株式含み益の増加等により評価・換算差額等が１億２百万円増加しました結果、

純資産は前事業年度末と比べて７億６千６百万円増加しております。 

  

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ２億７千５百万円の資

金の減少（前年同期は32億６千２百万円の資金の増加）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、23億７千９百万円の資金の増加（前年同期は４億２千

５百万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、税引前当期純利益８億９千５百万円、未成工事支出金の減

少46億６千８百万円、主な減少要因は、未成工事受入金の減少21億４千３百万円、仕入債務の減少11億１千４百万円

などであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、５千４百万円の資金の増加（前年同期は４千７百万円

の資金の減少）となりました。主な増加要因は、投資有価証券の償還による収入１億２百万円、貸付金の回収による

収入３千５百万円、主な減少要因は、貸付けによる支出３千５百万円、有形固定資産の取得による支出２千５百万

円、投資有価証券の取得による支出１千４百万円、無形固定資産の取得による支出１千万円などであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、27億８百万円の資金の減少（前年同期は28億８千４百

万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、長期借入れによる収入10億５千万円、社債の発行による収入９

億７千７百万円、主な減少要因は、短期借入金の純減少額29億円、長期借入金の返済による支出14億７千６百万円、

配当金の支払額２億４千９百万円、社債の償還による支出１億１千万円などであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注１） いずれの指標も財務数値により算出しております。 

 （注２） 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

 （注３） キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

 （注４） 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

 （注５） 平成19年３月期は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、キャッシュ・フロー対有利子負債比

率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 （注６） 平成20年３月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びイ

ンタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。  

    
平成19年 
３月期 

平成20年 
３月期 

平成21年 
３月期 

平成22年 
３月期 

自己資本比率 （％）  14.7  21.4  19.6  25.3

時価ベースの自己資本比率 （％）  24.3  21.6  11.2  15.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  －  －  13.4  1.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  －  －  4.8  33.5

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い 
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【訂正後】 

(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度のわが国経済は、世界的な景気後退局面から経済対策の効果もあってやや持ち直しの兆しが見られたも

のの、企業収益や雇用環境の悪化、個人消費の低迷など景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 建設業界におきましては、公共投資の減少、不動産市況の低迷、民間設備投資の大幅な減少など、受注環境は大変

厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等に経営資源を集中し、受注の

拡大と経営の効率化を引き続き推し進めてまいりました。 

 この結果、当事業年度の業績につきましては、不動産市況低迷等の影響による完成工事高の減少などから、売上高

は前期比6.7％減の597億９千７百万円となりました。営業利益は貸倒引当金の繰入による販売費及び一般管理費の増

加などにより前期比45.2％減の８億６千８百万円、経常利益は前期比45.1％減の８億１千万円の減益となりました。

 また、前期において特別損失に計上した取引先の経営破綻に伴う貸倒引当金繰入額がなくなったことなどにより、

当期純利益は５億８千７百万円（前期は５億４千１百万円の当期純損失）となりました。 

  

 事業の種類別業績は、以下のとおりであります。 

（建設事業） 

 受注高は、前期並みの526億９千３百万円（前期は527億１千４百万円）となりました。その内訳は、建築工事

99.7％、土木工事0.3％であります。 

 完成工事高は、不動産市況悪化の影響等により、前期比6.6％減の590億５千７百万円となりました。その内訳は、

建築工事99.7％、土木工事0.3％であります。 

 次期への繰越工事高は、前期比17.6％減の298億８千６百万円となりました。その内訳は、すべて建築工事であり

ます。 

 損益につきましては、完成工事総利益は前期比15.2％減の30億３千８百万円となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業につきましては、賃貸収入等による売上高は前期比15.7％減の７億４千万円、不動産事業総利益は前期

比6.1％減の９千２百万円となりました。 

  

 次期の見通しにつきましては、世界的な金融危機により、企業収益や雇用環境が悪化するなど景気は急速に後退し

ました。建設業界におきましても、公共投資の減少、民間設備投資の減少など大変厳しい経営環境が続くものと思わ

れます。 

 このような状況のもと、当社は、①企画提案型営業の推進、②購買力の向上などに引き続き取り組んでまいりま

す。次期の当社の見通しとしましては、売上高570億円、営業利益９億円、経常利益８億円、当期純利益７億円を予

想しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 当事業年度末の資産合計は285億７千４百万円、負債合計は215億７千１百万円、純資産合計は70億３百万円とな

り、前事業年度末と比べて総資産は46億８千９百万円減少しております。 

① 流動資産 

 当事業年度から適用となった工事進行基準の影響及び手持工事高の減少等により未成工事支出金が46億６千８百

万円減少しました結果、流動資産は前事業年度末と比べて47億１百万円減少しております。 

  

② 固定資産 

 前期に経営破綻した取引先の損失処理に伴う貸倒引当金の取崩等が７億６千５百万円の増加要因となる一方、破

産更生債権等は２億４千９百万円減少し、満期日が１年内となった長期預金の流動資産への振替等によりその他が

１億３千２百万円減少、さらに減価償却等により有形固定資産が９千４百万円減少しましたが、固定資産は前事業

年度末と比べて１千２百万円増加しております。 

  

③ 流動負債 

 約定返済等により短期借入金が38億５千７百万円減少し、工事進行基準適用の影響等により未成工事受入金が21

億４千３百万円減少しました結果、流動負債は前事業年度末と比べて63億２千万円減少しております。 
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④ 固定負債 

 社債の発行により６億９千万円増加、新規借入等により長期借入金が５億３千１百万円増加しました結果、固定

負債は前事業年度末と比べて11億８千８百万円増加しております。 

  

⑤ 純資産 

 第83期の配当金により２億５千万円減少する一方、当事業年度は当期純利益を計上することとなり５億８千７百

万円増加しました結果、利益剰余金は３億３千６百万円増加しております。 

 さらに、株式の時価上昇に伴う株式含み益の増加等により評価・換算差額等が１億２百万円増加しました結果、

純資産は前事業年度末と比べて４億４千２百万円増加しております。 

  

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ２億７千５百万円の資

金の減少（前年同期は32億６千２百万円の資金の増加）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、23億７千９百万円の資金の増加（前年同期は４億２千

５百万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、税引前当期純利益８億５千１百万円、未成工事支出金の減

少46億６千８百万円、主な減少要因は、未成工事受入金の減少21億４千３百万円、仕入債務の減少11億１千７百万円

などであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、５千４百万円の資金の増加（前年同期は４千７百万円

の資金の減少）となりました。主な増加要因は、投資有価証券の償還による収入１億２百万円、貸付金の回収による

収入３千５百万円、主な減少要因は、貸付けによる支出３千５百万円、有形固定資産の取得による支出２千５百万

円、投資有価証券の取得による支出１千４百万円、無形固定資産の取得による支出１千万円などであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、27億８百万円の資金の減少（前年同期は28億８千４百

万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、長期借入れによる収入10億５千万円、社債の発行による収入９

億７千７百万円、主な減少要因は、短期借入金の純減少額29億円、長期借入金の返済による支出14億７千６百万円、

配当金の支払額２億４千９百万円、社債の償還による支出１億１千万円などであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注１） いずれの指標も財務数値により算出しております。 

 （注２） 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

 （注３） キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

 （注４） 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

 （注５） 平成19年３月期は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、キャッシュ・フロー対有利子負債比

率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 （注６） 平成20年３月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びイ

ンタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。  

    
平成19年 
３月期 

平成20年 
３月期 

平成21年 
３月期 

平成22年 
３月期 

自己資本比率 （％）  14.7  21.4  19.6  24.4

時価ベースの自己資本比率 （％）  24.3  21.6  11.2  15.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  －  －  13.4  1.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  －  －  4.8  33.5

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い 
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【訂正前】 

  

４．財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

      
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 8,341 8,186

  受取手形 2,715 1,870

  完成工事未収入金 7,757 8,697

  販売用不動産 50 49

  未成工事支出金 7,189 2,520

  前払費用 62 72

  繰延税金資産 471 495

  未収入金 163 207

  その他 89 208

  貸倒引当金 △376 △553

  流動資産合計 26,462 21,754

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物 3,458 3,473

    減価償却累計額 △1,902 △1,991

    建物（純額） 1,555 1,482

   構築物 312 312

    減価償却累計額 △252 △261

    構築物（純額） 59 50

   機械及び装置 28 28

    減価償却累計額 △14 △16

    機械及び装置（純額） 14 12

   車両運搬具 8 8

    減価償却累計額 △2 △4

    車両運搬具（純額） 5 4

   工具器具・備品 212 227

    減価償却累計額 △133 △151

    工具器具・備品（純額） 79 76

   土地 2,577 2,577

   建設仮勘定 4 －

   有形固定資産計 4,297 4,202
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（単位：百万円）

     
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

  無形固定資産 

   ソフトウエア 23 39

   その他 33 32

   無形固定資産計 57 72

  投資その他の資産 

   投資有価証券 633 640

   出資金 0 0

   長期貸付金 3 －

   破産更生債権等 2,025 1,775

   長期前払費用 17 11

   繰延税金資産 954 962

   差入保証金 585 574

   その他 150 27

   貸倒引当金 △1,923 △1,157

   投資その他の資産計 2,447 2,834

  固定資産合計 6,801 7,109

 資産合計 33,264 28,863
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（単位：百万円）

    
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形 8,915 8,717

  工事未払金 5,995 5,079

  短期借入金 4,621 764

  １年内償還予定の社債 110 310

  未払金 68 89

  未払費用 217 207

  未払法人税等 27 28

  未払消費税等 194 －

  未成工事受入金 3,579 1,435

  預り金 44 84

  仮受金 － 600

  完成工事補償引当金 141 125

  工事損失引当金 55 215

  賞与引当金 323 290

  その他 18 9

  流動負債合計 24,311 17,955

 固定負債 

  社債 440 1,130

  長期借入金 554 1,085

  退職給付引当金 718 766

  長期未払金 18 9

  長期預り金 661 589

  固定負債合計 2,392 3,580

 負債合計 26,703 21,536
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（単位：百万円）

      
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,294 4,301

  資本剰余金 

   資本準備金 179 186

   資本剰余金合計 179 186

  利益剰余金 

   利益準備金 50 75

   その他利益剰余金 

    繰越利益剰余金 1,890 2,525

   利益剰余金合計 1,940 2,600

  自己株式 △15 △16

  株主資本合計 6,398 7,072

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 127 230

  評価・換算差額等合計 127 230

 新株予約権 33 23

 純資産合計 6,560 7,326

負債純資産合計 33,264 28,863
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【訂正後】 

  

（単位：百万円）

      
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 8,341 8,186

  受取手形 2,715 1,870

  完成工事未収入金 7,757 8,688

  販売用不動産 50 49

  未成工事支出金 7,189 2,520

  前払費用 62 72

  繰延税金資産 471 511

  未収入金 163 207

  その他 89 208

  貸倒引当金 △376 △553

  流動資産合計 26,462 21,760

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物 3,458 3,473

    減価償却累計額 △1,902 △1,991

    建物（純額） 1,555 1,482

   構築物 312 312

    減価償却累計額 △252 △261

    構築物（純額） 59 50

   機械及び装置 28 28

    減価償却累計額 △14 △16

    機械及び装置（純額） 14 12

   車両運搬具 8 8

    減価償却累計額 △2 △4

    車両運搬具（純額） 5 4

   工具器具・備品 212 227

    減価償却累計額 △133 △151

    工具器具・備品（純額） 79 76

   土地 2,577 2,577

   建設仮勘定 4 －

   有形固定資産計 4,297 4,202
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（単位：百万円）

     
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

  無形固定資産 

   ソフトウエア 23 39

   その他 33 32

   無形固定資産計 57 72

  投資その他の資産 

   投資有価証券 633 640

   出資金 0 0

   長期貸付金 3 －

   破産更生債権等 2,025 1,775

   長期前払費用 17 11

   繰延税金資産 954 666

   差入保証金 585 574

   その他 150 27

   貸倒引当金 △1,923 △1,157

   投資その他の資産計 2,447 2,539

  固定資産合計 6,801 6,814

 資産合計 33,264 28,574
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（単位：百万円）

    
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形 8,915 8,717

  工事未払金 5,995 5,075

  短期借入金 4,621 764

  １年内償還予定の社債 110 310

  未払金 68 89

  未払費用 217 207

  未払法人税等 27 28

  未払消費税等 194 －

  未成工事受入金 3,579 1,435

  預り金 44 84

  仮受金 － 600

  完成工事補償引当金 141 125

  工事損失引当金 55 254

  賞与引当金 323 290

  その他 18 9

  流動負債合計 24,311 17,990

 固定負債 

  社債 440 1,130

  長期借入金 554 1,085

  退職給付引当金 718 766

  長期未払金 18 9

  長期預り金 661 589

  固定負債合計 2,392 3,580

 負債合計 26,703 21,571
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（単位：百万円）

      
前事業年度 

（平成21年３月31日） 
当事業年度 

（平成22年３月31日） 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,294 4,301

  資本剰余金 

   資本準備金 179 186

   資本剰余金合計 179 186

  利益剰余金 

   利益準備金 50 75

   その他利益剰余金 

    繰越利益剰余金 1,890 2,201

   利益剰余金合計 1,940 2,276

  自己株式 △15 △16

  株主資本合計 6,398 6,748

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 127 230

  評価・換算差額等合計 127 230

 新株予約権 33 23

 純資産合計 6,560 7,003

負債純資産合計 33,264 28,574
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【訂正前】 

  

（２）損益計算書

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

売上高 

 完成工事高 63,216 59,066

 不動産事業売上高 877 740

 売上高合計 64,093 59,806

売上原価 

 完成工事原価 59,630 55,983

 不動産事業売上原価 778 647

 売上原価合計 60,409 56,630

売上総利益 

 完成工事総利益 3,585 3,083

 不動産事業総利益 98 92

 売上総利益合計 3,684 3,175

販売費及び一般管理費 

 役員報酬 189 138

 従業員給料及び手当 771 717

 退職金 1 0

 退職給付費用 37 35

 賞与引当金繰入額 67 57

 法定福利費 121 109

 福利厚生費 12 14

 修繕維持費 14 18

 事務用品費 39 32

 通信交通費 115 96

 動力用水光熱費 3 3

 広告宣伝費 1 1

 貸倒引当金繰入額 273 608

 貸倒損失 1 0

 交際費 37 31

 寄付金 1 0

 地代家賃 99 91

 減価償却費 29 28

 租税公課 56 48

 保険料 11 11

 雑費 213 216

 販売費及び一般管理費合計 2,099 2,263

営業利益 1,584 912

－ 16 －



  

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

営業外収益 

 受取利息 5 18

 有価証券利息 1 0

 受取配当金 15 10

 還付消費税等 － 55

 雑収入 14 10

 営業外収益合計 37 95

営業外費用 

 支払利息 88 62

 社債利息 1 7

 手形売却損 16 6

 支払手数料 19 33

 社債発行費 － 22

 雑支出 19 20

 営業外費用合計 145 153

経常利益 1,475 854

特別利益 

 固定資産売却益 0 －

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 － 51

 特別利益合計 40 51

特別損失 

 固定資産除却損 3 0

 投資有価証券評価損 296 10

 貸倒引当金繰入額 1,537 －

 和解金 250 －

 その他 20 －

 特別損失合計 2,107 11

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △591 895

法人税、住民税及び事業税 19 19

法人税等調整額 △68 △34

法人税等合計 △49 △15

当期純利益又は当期純損失（△） △541 910
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【訂正後】 

  

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

売上高 

 完成工事高 63,216 59,057

 不動産事業売上高 877 740

 売上高合計 64,093 59,797

売上原価 

 完成工事原価 59,630 56,018

 不動産事業売上原価 778 647

 売上原価合計 60,409 56,665

売上総利益 

 完成工事総利益 3,585 3,038

 不動産事業総利益 98 92

 売上総利益合計 3,684 3,131

販売費及び一般管理費 

 役員報酬 189 138

 従業員給料及び手当 771 717

 退職金 1 0

 退職給付費用 37 35

 賞与引当金繰入額 67 57

 法定福利費 121 109

 福利厚生費 12 14

 修繕維持費 14 18

 事務用品費 39 32

 通信交通費 115 96

 動力用水光熱費 3 3

 広告宣伝費 1 1

 貸倒引当金繰入額 273 608

 貸倒損失 1 0

 交際費 37 31

 寄付金 1 0

 地代家賃 99 91

 減価償却費 29 28

 租税公課 56 48

 保険料 11 11

 雑費 213 216

 販売費及び一般管理費合計 2,099 2,263

営業利益 1,584 868
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（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

営業外収益 

 受取利息 5 18

 有価証券利息 1 0

 受取配当金 15 10

 還付消費税等 － 55

 雑収入 14 10

 営業外収益合計 37 95

営業外費用 

 支払利息 88 62

 社債利息 1 7

 手形売却損 16 6

 支払手数料 19 33

 社債発行費 － 22

 雑支出 19 20

 営業外費用合計 145 153

経常利益 1,475 810

特別利益 

 固定資産売却益 0 －

 投資有価証券売却益 40 －

 貸倒引当金戻入額 － 51

 特別利益合計 40 51

特別損失 

 固定資産除却損 3 0

 投資有価証券評価損 296 10

 貸倒引当金繰入額 1,537 －

 和解金 250 －

 その他 20 －

 特別損失合計 2,107 11

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △591 851

法人税、住民税及び事業税 19 19

法人税等調整額 △68 244

法人税等合計 △49 263

当期純利益又は当期純損失（△） △541 587

－ 19 －



【訂正前】 

  

（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

       
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

株主資本 

 資本金 

  前期末残高 4,291 4,294

  当期変動額 

   新株の発行 3 7

   当期変動額合計 3 7

  当期末残高 4,294 4,301

 資本剰余金 

  資本準備金 

   前期末残高 176 179

   当期変動額 

    新株の発行 3 7

    当期変動額合計 3 7

   当期末残高 179 186

  資本剰余金合計 

   前期末残高 176 179

   当期変動額 

    新株の発行 3 7

    当期変動額合計 3 7

   当期末残高 179 186

 利益剰余金 

  利益準備金 

   前期末残高 25 50

   当期変動額 

    利益準備金の積立 25 25

    当期変動額合計 25 25

   当期末残高 50 75

  その他利益剰余金 

   繰越利益剰余金 

    前期末残高 2,707 1,890

    当期変動額 

     利益準備金の積立 △25 △25

     剰余金の配当 △250 △250

     当期純利益又は当期純損失（△） △541 910

     当期変動額合計 △817 634

    当期末残高 1,890 2,525

  利益剰余金合計 

   前期末残高 2,732 1,940

   当期変動額 

    利益準備金の積立 － －

    剰余金の配当 △250 △250

    当期純利益又は当期純損失（△） △541 910

    当期変動額合計 △792 660

   当期末残高 1,940 2,600

－ 20 －



  

（単位：百万円）

     
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 自己株式 

  前期末残高 △14 △15

  当期変動額 

   自己株式の取得 △1 △0

   当期変動額合計 △1 △0

  当期末残高 △15 △16

 株主資本合計 

  前期末残高 7,186 6,398

  当期変動額 

   新株の発行 6 14

   剰余金の配当 △250 △250

   当期純利益又は当期純損失（△） △541 910

   自己株式の取得 △1 △0

   当期変動額合計 △787 673

  当期末残高 6,398 7,072

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

  前期末残高 309 127

  当期変動額 

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △182 102

   当期変動額合計 △182 102

  当期末残高 127 230

 評価・換算差額等合計 

  前期末残高 309 127

  当期変動額 

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △182 102

   当期変動額合計 △182 102

  当期末残高 127 230

新株予約権 

 前期末残高 30 33

 当期変動額 

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 △10

  当期変動額合計 3 △10

 当期末残高 33 23

純資産合計 

 前期末残高 7,527 6,560

 当期変動額 

  新株の発行 6 14

  剰余金の配当 △250 △250

  当期純利益又は当期純損失（△） △541 910

  自己株式の取得 △1 △0

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △178 92

  当期変動額合計 △966 766

 当期末残高 6,560 7,326

－ 21 －



【訂正後】 

  

（単位：百万円）

       
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

株主資本 

 資本金 

  前期末残高 4,291 4,294

  当期変動額 

   新株の発行 3 7

   当期変動額合計 3 7

  当期末残高 4,294 4,301

 資本剰余金 

  資本準備金 

   前期末残高 176 179

   当期変動額 

    新株の発行 3 7

    当期変動額合計 3 7

   当期末残高 179 186

  資本剰余金合計 

   前期末残高 176 179

   当期変動額 

    新株の発行 3 7

    当期変動額合計 3 7

   当期末残高 179 186

 利益剰余金 

  利益準備金 

   前期末残高 25 50

   当期変動額 

    利益準備金の積立 25 25

    当期変動額合計 25 25

   当期末残高 50 75

  その他利益剰余金 

   繰越利益剰余金 

    前期末残高 2,707 1,890

    当期変動額 

     利益準備金の積立 △25 △25

     剰余金の配当 △250 △250

     当期純利益又は当期純損失（△） △541 587

     当期変動額合計 △817 311

    当期末残高 1,890 2,201

  利益剰余金合計 

   前期末残高 2,732 1,940

   当期変動額 

    利益準備金の積立 － －

    剰余金の配当 △250 △250

    当期純利益又は当期純損失（△） △541 587

    当期変動額合計 △792 336

   当期末残高 1,940 2,276

－ 22 －



  

（単位：百万円）

     
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 自己株式 

  前期末残高 △14 △15

  当期変動額 

   自己株式の取得 △1 △0

   当期変動額合計 △1 △0

  当期末残高 △15 △16

 株主資本合計 

  前期末残高 7,186 6,398

  当期変動額 

   新株の発行 6 14

   剰余金の配当 △250 △250

   当期純利益又は当期純損失（△） △541 587

   自己株式の取得 △1 △0

   当期変動額合計 △787 350

  当期末残高 6,398 6,748

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

  前期末残高 309 127

  当期変動額 

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △182 102

   当期変動額合計 △182 102

  当期末残高 127 230

 評価・換算差額等合計 

  前期末残高 309 127

  当期変動額 

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △182 102

   当期変動額合計 △182 102

  当期末残高 127 230

新株予約権 

 前期末残高 30 33

 当期変動額 

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 △10

  当期変動額合計 3 △10

 当期末残高 33 23

純資産合計 

 前期末残高 7,527 6,560

 当期変動額 

  新株の発行 6 14

  剰余金の配当 △250 △250

  当期純利益又は当期純損失（△） △541 587

  自己株式の取得 △1 △0

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △178 92

  当期変動額合計 △966 442

 当期末残高 6,560 7,003

－ 23 －



【訂正前】 

  

（４）キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △591 895

 減価償却費 135 132

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,738 △589

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 32 △16

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △161 160

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △33

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 20 48

 受取利息及び受取配当金 △22 △29

 支払利息 90 70

 投資有価証券売却損益（△は益） △40 －

 投資有価証券評価損益（△は益） 296 10

 和解金 250 －

 固定資産売却損益（△は益） △0 －

 販売用不動産評価損 15 0

 売上債権の増減額（△は増加） 1,791 154

 販売用不動産の増減額（△は増加） 97 0

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 910 4,668

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,871 △1,114

 未払消費税等の増減額（△は減少） 113 △194

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △880 △2,143

 その他 △132 414

 小計 767 2,435

 利息及び配当金の受取額 23 29

 利息の支払額 △89 △71

 和解金の支払額 △250 －

 法人税等の支払額 △25 △15

 営業活動によるキャッシュ・フロー 425 2,379

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △14 △25

 有形固定資産の売却による収入 0 －

 無形固定資産の取得による支出 △2 △10

 投資有価証券の取得による支出 △107 △14

 投資有価証券の売却による収入 51 －

 投資有価証券の償還による収入 － 102

 貸付けによる支出 － △35

 貸付金の回収による収入 － 35

 その他 25 1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △47 54

－ 24 －



  

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,072 △2,900

 社債の発行による収入 537 977

 社債の償還による支出 － △110

 長期借入れによる収入 700 1,050

 長期借入金の返済による支出 △1,174 △1,476

 株式の発行による収入 0 0

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 配当金の支払額 △249 △249

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,884 △2,708

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,262 △275

現金及び現金同等物の期首残高 5,079 8,341

現金及び現金同等物の期末残高 8,341 8,066

－ 25 －



【訂正後】 

  

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △591 851

 減価償却費 135 132

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,738 △589

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 32 △16

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △161 199

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △33

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 20 48

 受取利息及び受取配当金 △22 △29

 支払利息 90 70

 投資有価証券売却損益（△は益） △40 －

 投資有価証券評価損益（△は益） 296 10

 和解金 250 －

 固定資産売却損益（△は益） △0 －

 販売用不動産評価損 15 0

 売上債権の増減額（△は増加） 1,791 163

 販売用不動産の増減額（△は増加） 97 0

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 910 4,668

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,871 △1,117

 未払消費税等の増減額（△は減少） 113 △194

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △880 △2,143

 その他 △132 414

 小計 767 2,435

 利息及び配当金の受取額 23 29

 利息の支払額 △89 △71

 和解金の支払額 △250 －

 法人税等の支払額 △25 △15

 営業活動によるキャッシュ・フロー 425 2,379

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △14 △25

 有形固定資産の売却による収入 0 －

 無形固定資産の取得による支出 △2 △10

 投資有価証券の取得による支出 △107 △14

 投資有価証券の売却による収入 51 －

 投資有価証券の償還による収入 － 102

 貸付けによる支出 － △35

 貸付金の回収による収入 － 35

 その他 25 1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △47 54

－ 26 －



  

（単位：百万円）

   
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,072 △2,900

 社債の発行による収入 537 977

 社債の償還による支出 － △110

 長期借入れによる収入 700 1,050

 長期借入金の返済による支出 △1,174 △1,476

 株式の発行による収入 0 0

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 配当金の支払額 △249 △249

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,884 △2,708

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,262 △275

現金及び現金同等物の期首残高 5,079 8,341

現金及び現金同等物の期末残高 8,341 8,066

－ 27 －



【訂正前】 

  

（６）重要な会計方針

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．引当金の計上基準 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異は、15年によ

る均等額を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

退職給付引当金 

同左 

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適用

しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

２．完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準によ

っているが、長期大型（工期１年以上、か

つ、請負金額５億円以上）の工事について

は、工事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、15,744百万円であります。 

────── 

－ 28 －



 なお、上記引当金の計上基準、完成工事高の計上基準、収益及び費用の計上基準以外は、最近の有価証券報告書（平成

21年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。 

  

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

３．収益及び費用の計上基

準 

────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 完成工事高の計上は、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、19,702百万円であります。 

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用し、当事業

年度に着手した工事契約から適用しており

ます。 

 また、平成21年３月31日以前に着手した

工事契約のうち、長期大型工事（工期１年

以上、かつ、請負金額５億円以上）につい

ては工事進行基準を、その他の工事につい

ては工事完成基準を引き続き適用しており

ます。 

 これにより、従来の方法によった場合と

比べ、当事業年度に係る売上高は2,472百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が、それぞれ33百万円増加し

ております。 
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【訂正後】 

  

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．引当金の計上基準 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異は、15年によ

る均等額を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

退職給付引当金 

同左 

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適用

しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

２．完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準によ

っているが、長期大型（工期１年以上、か

つ、請負金額５億円以上）の工事について

は、工事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、15,744百万円であります。 

────── 
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 なお、上記引当金の計上基準、完成工事高の計上基準、収益及び費用の計上基準以外は、最近の有価証券報告書（平成

21年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。 

  

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

３．収益及び費用の計上基

準 

────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 完成工事高の計上は、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高

は、19,693百万円であります。 

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月27日）を適用し、当事業

年度に着手した工事契約から適用しており

ます。 

 また、平成21年３月31日以前に着手した

工事契約のうち、長期大型工事（工期１年

以上、かつ、請負金額５億円以上）につい

ては工事進行基準を、その他の工事につい

ては工事完成基準を引き続き適用しており

ます。 

 これにより、従来の方法によった場合と

比べ、当事業年度に係る売上高は2,471百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が、それぞれ32百万円増加し

ております。 
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【訂正前】 

  

（８）注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,305百万円であ

ります。 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,424百万円であ

ります。 

２．下記の資産は、短期借入金1,701百万円の担保に供し

ております。 

２．下記の資産は、短期借入金（長期借入金よりの振替分

含む）224百万円及び長期借入金582百万円の担保に供し

ております。 

建物 百万円1,068

土地  1,622

投資有価証券  1

計  2,692

建物 百万円1,008

土地  1,622

投資有価証券  3

計  2,634

３．偶発債務 

(1）分譲マンション手付金の前金保証に対して、連帯保

証を行っております。 

３．偶発債務 

(1）分譲マンション手付金の前金保証に対して、連帯保

証を行っております。 

㈱タカラレーベン 百万円51

その他  10

計  61

和田興産㈱ 百万円28

計  28

(2）共同企業体として過去に施工した建築工事の瑕疵に

関する和解金のうち、当該共同企業体の他の構成員の

負担額に係る連帯債務 

  百万円80

(2）共同企業体として過去に施工した建築工事の瑕疵に

関する和解金のうち、当該共同企業体の他の構成員の

負担額に係る連帯債務 

  百万円50

────── (3）当社は、平成22年３月締結の工事請負契約（工事価

格1,880百万円、着手金600百万円受領済）に関して、

工事着工に疑義が生じたことから、当該発注者と契約

解除に向けて、協議中であります。 

 なお、現時点では契約解除による影響を予測するこ

とは困難であります。 

４．        ────── ４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は71百万

円であります。 

５．受取手形割引高 百万円877 ５．受取手形割引高 百万円413

６．(1）短期借入金475百万円については、以下の財務制

限条項が付されております。 

① 各事業年度の末日における貸借対照表の有利子

負債（受取手形割引高を含む。）の合計が当該事

業年度を含む過去３事業年度の損益計算書の営業

利益と減価償却費の平均を10倍した金額を上回ら

ないこと。 

② 直近事業年度における損益計算書の経常利益が

２期連続で損失とならないこと。 

６．貸出コミットメント契約については、以下の財務制限

条項が付されております。 

① 事業年度の末日における貸借対照表の自己資本の合

計金額を直前の事業年度の末日における貸借対照表の

自己資本の合計金額の75％以上に維持すること。 

② 事業年度における損益計算書の経常利益が損失とな

らないこと。 
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前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

(2）貸出コミットメント契約については、以下の財務

制限条項が付されております。 

① 各事業年度の末日における貸借対照表の自己資

本の合計金額を直前の事業年度の末日における貸

借対照表の自己資本の合計金額の75％以上に維持

すること。 

② 各事業年度における損益計算書の経常利益が損

失とならないこと。 

  

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と当座貸越契約を、３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されております。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と当座貸越契約を、３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されております。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
百万円5,050

借入実行残高  3,200

差引額  1,850

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
百万円4,700

借入実行残高  300

差引額  4,400
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【訂正後】 

  

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,305百万円であ

ります。 

１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,424百万円であ

ります。 

２．下記の資産は、短期借入金1,701百万円の担保に供し

ております。 

２．下記の資産は、短期借入金（長期借入金よりの振替分

含む）224百万円及び長期借入金582百万円の担保に供し

ております。 

建物 百万円1,068

土地  1,622

投資有価証券  1

計  2,692

建物 百万円1,008

土地  1,622

投資有価証券  3

計  2,634

３．偶発債務 

(1）分譲マンション手付金の前金保証に対して、連帯保

証を行っております。 

３．偶発債務 

(1）分譲マンション手付金の前金保証に対して、連帯保

証を行っております。 

㈱タカラレーベン 百万円51

その他  10

計  61

和田興産㈱ 百万円28

計  28

(2）共同企業体として過去に施工した建築工事の瑕疵に

関する和解金のうち、当該共同企業体の他の構成員の

負担額に係る連帯債務 

  百万円80

(2）共同企業体として過去に施工した建築工事の瑕疵に

関する和解金のうち、当該共同企業体の他の構成員の

負担額に係る連帯債務 

  百万円50

────── (3）当社は、平成22年３月締結の工事請負契約（工事価

格1,880百万円、着手金600百万円受領済）に関して、

工事着工に疑義が生じたことから、当該発注者と契約

解除に向けて、協議中であります。 

 なお、現時点では契約解除による影響を予測するこ

とは困難であります。 

４．        ────── ４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は73百万

円であります。 

５．受取手形割引高 百万円877 ５．受取手形割引高 百万円413

６．(1）短期借入金475百万円については、以下の財務制

限条項が付されております。 

① 各事業年度の末日における貸借対照表の有利子

負債（受取手形割引高を含む。）の合計が当該事

業年度を含む過去３事業年度の損益計算書の営業

利益と減価償却費の平均を10倍した金額を上回ら

ないこと。 

② 直近事業年度における損益計算書の経常利益が

２期連続で損失とならないこと。 

６．貸出コミットメント契約については、以下の財務制限

条項が付されております。 

① 事業年度の末日における貸借対照表の自己資本の合

計金額を直前の事業年度の末日における貸借対照表の

自己資本の合計金額の75％以上に維持すること。 

② 事業年度における損益計算書の経常利益が損失とな

らないこと。 
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前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

(2）貸出コミットメント契約については、以下の財務

制限条項が付されております。 

① 各事業年度の末日における貸借対照表の自己資

本の合計金額を直前の事業年度の末日における貸

借対照表の自己資本の合計金額の75％以上に維持

すること。 

② 各事業年度における損益計算書の経常利益が損

失とならないこと。 

  

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と当座貸越契約を、３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されております。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と当座貸越契約を、３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 当事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されております。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
百万円5,050

借入実行残高  3,200

差引額  1,850

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
百万円4,700

借入実行残高  300

差引額  4,400
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【訂正前】 

  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入超過額 693百万円 

投資有価証券評価損 616  

減損損失 399  

繰越欠損金 341  

退職給付引当金 294  

販売用不動産評価損 174  

賞与引当金 132  

その他 267  

繰延税金資産小計 2,921  

評価性引当額 △1,380  

繰延税金資産合計 1,540  

    

繰延税金負債   

土地評価益 △114  

繰延税金負債合計 △114  

繰延税金資産（負債）の純額 1,425  

繰延税金資産   

繰越欠損金 562百万円 

貸倒引当金繰入超過額 543  

減損損失 394  

退職給付引当金 314  

販売用不動産評価損 171  

投資有価証券評価損 133  

賞与引当金 118  

その他 284  

繰延税金資産小計 2,522  

評価性引当額 △946  

繰延税金資産合計 1,575  

    

繰延税金負債   

土地評価益 △114  

その他有価証券評価差額金 △3  

繰延税金負債合計 △118  

繰延税金資産（負債）の純額 1,457  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失のため記載を省略しております。 法定実効税率 41.0％ 

（調整）   

永久に損金に算入されない項

目 
3.7

  

住民税均等割 2.1  

評価性引当額の増減 △48.4  

その他 △0.2  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△1.7
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【訂正後】 

  

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入超過額 693百万円 

投資有価証券評価損 616  

減損損失 399  

繰越欠損金 341  

退職給付引当金 294  

販売用不動産評価損 174  

賞与引当金 132  

その他 267  

繰延税金資産小計 2,921  

評価性引当額 △1,380  

繰延税金資産合計 1,540  

    

繰延税金負債   

土地評価益 △114  

繰延税金負債合計 △114  

繰延税金資産（負債）の純額 1,425  

繰延税金資産   

繰越欠損金 564百万円 

貸倒引当金繰入超過額 543  

減損損失 394  

退職給付引当金 314  

販売用不動産評価損 171  

投資有価証券評価損 133  

賞与引当金 118  

工事損失引当金 104  

その他 195  

繰延税金資産小計 2,540  

評価性引当額 △1,244  

繰延税金資産合計 1,296  

    

繰延税金負債   

土地評価益 △114  

その他有価証券評価差額金 △3  

繰延税金負債合計 △118  

繰延税金資産（負債）の純額 1,178  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失のため記載を省略しております。 法定実効税率 41.0％ 

（調整）   

永久に損金に算入されない項

目 
3.9

  

住民税均等割 2.2  

評価性引当額の増減 △16.0  

その他 △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
31.0
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【訂正前】 

 （注） １株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 182.16 円 203.40

１株当たり当期純損益 円 △15.12 円 25.38

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、ストッ

クオプション制度を採用している

が、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりませ

ん。 

円 25.26

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純損益     

当期純損益（百万円）  △541  910

普通株式に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損益（百万円）  △541  910

普通株式の期中平均株式数（千株）  35,826  35,887

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  30  80

（うち新株予約権）（千株）  (30)  (80)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 新株予約権５種類（新株予約権

の数312個） 

────── 
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【訂正後】 

 （注） １株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 182.16 円 194.39

１株当たり当期純損益 円 △15.12 円 16.37

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、ストッ

クオプション制度を採用している

が、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりませ

ん。 

円 16.29

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純損益     

当期純損益（百万円）  △541  587

普通株式に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損益（百万円）  △541  587

普通株式の期中平均株式数（千株）  35,826  35,887

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  30  80

（うち新株予約権）（千株）  (30)  (80)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 新株予約権５種類（新株予約権

の数312個） 

────── 
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【訂正前】 

(1）受注高 

  

(2）売上高 

  

５．受注高・売上高・繰越高の状況

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  2,350 4.5％  1,782 3.4％  △567 △24.2％ 

民間  49,860 94.5   50,745 96.3   884 1.8  

計  52,210 99.0   52,527 99.7   317 0.6  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   △2 －  

民間  502 1.0   165 0.3   △336 △67.0  

計  504 1.0   165 0.3   △338 △67.1  

計 

官公庁  2,352 4.5   1,782 3.4   △569 △24.2  

民間  50,362 95.5   50,911 96.6   548 1.1  

計  52,714 100.0   52,693 100.0   △21 △0.0  

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  2,114 3.3％  3,503 5.9％  1,388 65.6％ 

民間  60,467 94.3   55,377 92.6   △5,089 △8.4  

計  62,582 97.6   58,881 98.5   △3,701 △5.9  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   △2 －  

民間  631 1.0   184 0.3   △446 △70.7  

計  633 1.0   184 0.3   △448 △70.8  

計 

官公庁  2,116 3.3   3,503 5.9   1,386 65.5  

民間  61,099 95.3   55,562 92.9   △5,536 △9.1  

計  63,216 98.6   59,066 98.8   △4,149 △6.6  

不動産事業  877 1.4   740 1.2   △137 △15.7  

合計  64,093 100.0   59,806 100.0   △4,287 △6.7  
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(3）次期繰越高 

  

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  3,308 9.1％  1,587 5.3％  △1,720 △52.0％ 

民間  32,923 90.8   28,290 94.7   △4,632 △14.1  

計  36,231 99.9   29,877 100.0   △6,353 △17.5  

土 
木 

官公庁  － －   － －   － －  

民間  19 0.1   － －   △19 －  

計  19 0.1   － －   △19 －  

計 

官公庁  3,308 9.1   1,587 5.3   △1,720 △52.0  

民間  32,942 90.9   28,290 94.7   △4,651 △14.1  

計  36,250 100.0   29,877 100.0   △6,372 △17.6  
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【訂正後】 

(1）受注高 

  

(2）売上高 

  

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  2,350 4.5％  1,782 3.4％  △567 △24.2％ 

民間  49,860 94.5   50,745 96.3   884 1.8  

計  52,210 99.0   52,527 99.7   317 0.6  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   △2 －  

民間  502 1.0   165 0.3   △336 △67.0  

計  504 1.0   165 0.3   △338 △67.1  

計 

官公庁  2,352 4.5   1,782 3.4   △569 △24.2  

民間  50,362 95.5   50,911 96.6   548 1.1  

計  52,714 100.0   52,693 100.0   △21 △0.0  

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  2,114 3.3％  3,501 5.9％  1,386 65.6％ 

民間  60,467 94.3   55,370 92.6   △5,096 △8.4  

計  62,582 97.6   58,872 98.5   △3,710 △5.9  

土 
木 

官公庁  2 0.0   － －   △2 －  

民間  631 1.0   184 0.3   △446 △70.7  

計  633 1.0   184 0.3   △448 △70.8  

計 

官公庁  2,116 3.3   3,501 5.9   1,384 65.4  

民間  61,099 95.3   55,555 92.9   △5,543 △9.1  

計  63,216 98.6   59,057 98.8   △4,158 △6.6  

不動産事業  877 1.4   740 1.2   △137 △15.7  

合計  64,093 100.0   59,797 100.0   △4,296 △6.7  
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(3）次期繰越高 

  

（単位：百万円）

項目 

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

増減（△） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  3,308 9.1％  1,588 5.3％  △1,719 △52.0％ 

民間  32,923 90.8   28,297 94.7   △4,625 △14.1  

計  36,231 99.9   29,886 100.0   △6,344 △17.5  

土 
木 

官公庁  － －   － －   － －  

民間  19 0.1   － －   △19 －  

計  19 0.1   － －   △19 －  

計 

官公庁  3,308 9.1   1,588 5.3   △1,719 △52.0  

民間  32,942 90.9   28,297 94.7   △4,644 △14.1  

計  36,250 100.0   29,886 100.0   △6,363 △17.6  
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